
　リレー・エッセイ 人々の懸念への「意味ある応答」

　原発再稼働をはじめ，辺野古基地建設，リニア

中央新幹線，新国立競技場の問題，いずれも国民

の疑問や異論が多い．だが，残念なことに，これ

らに対し政府は正面から答えようとしていない．

　2015 年 7 月 17 日，新国立競技場計画が白紙に

戻された．8月 28 日に新たな整備計画が発表さ

れたが，費用上限は 1550 億円とロンドン五輪の

競技場が 2つ以上できるほど依然高額で，しかも，

20 万平米近くもの延床面積を前提としている．

なぜかの疑問に対して，「意味ある応答」はない．

　この巨大な施設計画は，当然アセスメントがな

されたと多くの人は思うであろう．実は，計画を

決める前にアセスは行われていない．なぜなら，

日本国内のアセスメントの理念が世界の標準的な

考え方と大きく乖離しているためである．

　我が国では一部の巨大事業に限ってアセスメン

トが行われているので実施件数は極めて少なく，

環境影響評価法のもとでは過去の平柊は年 20 件

に満たない．一方，アメリカでは連邦政府の国家

環境政策法(NEPA)に基づく，NEPAアセスだけ

でも年間 3万～5万件も行われている．

　環境アセスメントは，環境への影響がありそう

な人間行為を行うにあたり，事前にその影響を見

積り，影響を緩和する方策を講ずるもので，事業

者の自主的な配慮をその社会的責任として行うも

のである．環境への影響がありそうかは，public

concerns，すなわち，人々が懸念する事項は何

かにより決まる．これに正面から答えるプロセス

が環境アセスメントである．

　何らかの懸念事項がある場合，どうするか．最

初から精密検査を行うよりも，通常は，まず簡単

なチェックをする．健康管理のための集団検診の

ように幅広く，簡便に行う．だから，時間も費用

もかからない．その結果，懸念が深まれば，改め

て精密検査を行う．日本国内のアセスメントは，

簡便な簡易アセスが行われず，いきなり精密検査

である，詳細なアセスを行うので時間も費用もか

かる．日本ではアセスの負担感は大きい．

　アメリカの NEPAアセスでは，人々の懸念事

項に対し正面から答えるため，まず，簡易アセス

を行うので年間数万件にもなるが，その 99▆5％

は簡易アセスの段階で終わっている．だから，ア

セスの負担感が，日本とは随分違う．

　アセスは公衆とのコミュニケーションが本質で，

それは「形だけの応答」ではなく，「意味ある応

答」を行うことで機能する．民主主義社会では当

然のこの方式が，日本ではなぜ取られないか．

　国連欧州経済委員会のオーフス条約は，環境に

関する，以下の 3点を保障することを求める．

　1) 情報へのアクセス

　2) 意思決定における市民参加

　3) 司法へのアクセス

　日本のアセスは，一部の巨大事業しか適用対象

にしていないことから，この 1) と 2) は満たされ

ていない．また，3) も，日本では司法で訴える

道が閉ざされている．これが，「形だけの応答」

でもアセスが終わってしまうことを生んでいる．

この状況をどう変えるか．

　簡易アセスを導入し，司法との連動をさせれば，

環境配慮への「意味ある応答」がなされる可能性

が生まれる．アセスが現在の 1000 倍以上も行わ

れれば，アセスに対する事業者の意識も公衆の意

識も変わり，不誠実なことはできなくなる．

　日本でも国際協力の分野では世界の規範がある

ため，簡易アセスの導入は既に行われている．例

えば，国際協力機構の環境社会配慮システムは世

界標準以上のものが作られ，世界銀行などからも

注目されているが，アセス実施件数は年間 600 件

にもなる．日本でもできないわけではない．

　来年 5月には名古屋市で，アセスの基幹学会，

国際影響評価学会(IAIA)の世界大会，IAIA16 が

日本では初めて開かれる．世界の流れを見て理解

すれば，簡易アセス導入の道は開けるはずだ．
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